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2022年度卒業研究論文概要 

 

Hydro-STIVによる現地観測 

EC19015 大熊 真魁 

 

1． はじめに 

近年、河川に関わる災害が多発している。河川の流速が早いと、強大なエネルギーを持った流れが流下す

るため、河川の洗堀、浸食により堤防が決壊する恐れがある。河川の流速が遅いと滞留が生じる。長時間滞

留すると流入した汚濁負荷は蓄積され、植物プランクトンなどによる内部生産の増加によって水質悪化が生

じる。このように多くの河川にかかわる多くの課題解決のためには流速を知ることが重要となる。しかし、

実際に流速を測る際に、河川に入り手作業で測る機会が多く、水深が深い河川や流速が早い河川では事故に

つながる恐れがある。 

 そこで、Hydro-STIVを使用し、安全に現地観測を行うことができるのではないかと考えた。また、電磁流

速計、Hydro-STIVなど、それぞれの流速計の違いによって流速値がどのように表現されるか検討する。 

 

2．研究目的 

本研究では、Hydro-STIV がどのような場所、条件で観測できるかを明らかにする。さらに流速計の比較に

よって Hydro-STIVの能力や精度を理解することで,今後現地観測を行ううえで役立つ研究資料を整理する。 

 

3．流速計の計測原理 

3.1 Hydro-STIV 

STIV(Space Time Image Velocimetry) は、動画像を用いた非接触の流速画像計測手法である。 STIV 手法

は大きく、①事前測量した標定点と計測水位を用いた幾何補正変換、②設定した検査線上での表面流速算出

の 2STEP で構成されている。①は STIV に限らず、動画像を用いた主な河川流速計測手法で共通して行われ

る処理である。②が STIV 特有の部分であり、図 1に概要を示す。 STIV では流速を得たい動画像中の水面

に検査線を設定する。検査線は流れを測定したい向きに沿って 通常は主流方向に沿って設定する。図１の黄

色線が検査線の例で、赤四角は表面波紋等の特徴的な輝度値を表している。時空間画像 (STI Space Time 

Image) は検査線上の輝度値を時間方向に並べることで生成され、特徴的な輝度値の流速に応じた軌跡を得る

ことができる。実際には検査線上の特徴的な輝度値は 1つではないため、 STI 上には右図のような縞パター

ンが形成される。縞パターンの傾きは流速

に応じて変動するため、 STI の縞パター

ンの傾き Φ 、検査線の長さ（m）、計測時

間から、検査 線位置における表面流速を

算出することができる。 

 

4．Hydro-STIVの使用方法 

 実際に取った動画をソフト内で選択し、

標定点を手動で選択する。次に水位を入力

し、幾何補正を実行する。測量値に大きな

誤差があると幾何補正をすることができな

 

図 1 Hydro-STIV 概要 
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いので注意する。Excelで作成した横断データファイルを読

み込み、手動で側線を決める。側線を決めるときに河川の流

速の流れと垂直に側線を置くことで、正しく流速測定ができ

る。次に STI作成のため検査線を設定し、解析が完了すると

自動で解析結果画面が表示され解析した結果が、流速ベクト

ルやグラフ等によって可視化され確認することができる。 

 

5．現地観測 

5.1 第 1回現地観測 

2022年 11月 12日に内津川において Hydro-STIVを用いた観測を行った。図 3は第１回観測場所を示す。

計測の様子を写真 1、測量結果を表１、Hydro-STIVを用いた結果を表 2に示す。表 3には電磁流量計で得ら

れた情報を示している。表１の測量結果は、写真２を用いた GPS測量により得た。 

結果を比較すると、Hydro-STIVによる値と電磁流速計の値に差が生じていた。これは対象とする河川が非

常に浅く、流速も遅かったため、このような結果になったものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 第 1回観測場所 
 

写真 1 第 1回カメラ設置場所 

表 1 第 1 回測量結果 

 

 
 

写真 2 GNSS 受信機 

 

図 2 解析の様子 
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5.2 第 2回現地観測 

2023年 1月 12日に土岐川において Hydro-STIVを用いた現地観測を行った。計測の様子を写真 3に、観測

場所を図 5に、電磁流速計で得られた流速値を表 4に、測量結果を表 5に、Hydro-STIVで得られた流速値を

表 6 を図 6に示す。表 4の測量結果は、１回目同様、写真 2の GNSSを用いた GPS測量により得た。 

表 5は撮影の仕方を変え流速を解析しており、①は川の流れと垂直に側線を配置したもの、②は直線に側線

を配置したもの、③は斜めから撮影した動画に側線を配置したものである。図-6 に得られた流速値の比較を

示す。本図から川の流れと垂直に側線を配置することで信頼できる値が得られることが分かる。しかし、負値

の場所は、課題として残った。 

 

表 2 第 1回 Hydro-STIVの結果

 

 

表 3 第 1回電磁流速計の結果 

 

 

図 4 第 1回流速結果グラフ 

 

図 5 第 2回観測場所 

 

 

写真 3 中央付近での観測結果 
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6. おわりに 

 本研究では、Hydro-STIVの使用方法、また、現地観測により得られた Hydro-STIVの流速結果によって利点、

欠点について確認することができた。今後は、荒天時の観測や雨の降った翌日などに観測を行うことでより

Hydro-STIVの利便性を確認できると考える。 

 Hydro-STIV を利用して観測するには、河川の水深がある程度深く（岩が水面から出ない程度）流速が早く

ないと測ることができない。また、動画撮影で川幅全体、標定点が映らないと流速を測れない。しかし、今ま

での流速計では、実際に河川に入る必要があるが、Hydro-STIV を利用すれば実際に入らず流速を測ることが

でき、現地観測時の事故を無くすことができると考える。また、幾何補正内であればどこの場所も一つの動画

で広範囲の測定ができ、作業の効率化につながると考える。標定点とカメラさえあれば流速を測ることができ

る特性があるので、標定点を堤防天端などの高めに設定し、カメラを設置すれば急な豪雨などによる災害時に、

流速変化をいち早く計測できる。Hydro-STIVの使用は今後水害問題に重要になってくると考える。 

 卒業研究にあたり、武田誠教授にご指導いただきました。厚く感謝を申し上げます。また研究を進める上で

教育技術員の橋詰朋幸様、研究室のメンバーにも感謝の意を表します。ありがとうございました。 

参考文献 

1）株式会社ハイドロ総合技術研究所：https://hydrosoken.co.jp/service/hydrostiv.php（2023/1/12確認） 

2）Google Maps：https://www.google.co.jp/maps/@35.336327,137.1326041,16z （2023/1/12確認） 

表 6 Hydro-STIV の結果

 

表 4 電磁流速計の結果 

 

 

図 6 第 2回流速結果のグラフ 

 

 

表 5 第 2回測量結果

 

 



中部大学 工学部 都市建設工学科 

1 

 

2022 年度卒業研究論文概要 

名古屋の地下街の避難シミュレーションに関する基礎的研究 

 

EC19028 北村純平 

1.はじめに 

近年，2019 年千曲川，2020年球磨川など大規模な浸水災害が多発しており，都市域における大規模な氾濫

災害の発生が懸念されている．大都市には地下鉄や地下街などの地下

空間が存在し，そこへの氾濫水の流入は甚大な人的・経済的な被害を生

じさせる．現在，多くの地下街では外水氾濫を対象とする浸水対策が十

分でないことから，避難対策の検討が必要であり，そのための避難シミ

ュレーションの構築が重要とされている．本研究では，松井ら¹⁾により

作成された避難シミュレーションのモデルを名古屋駅前地下街に適用

し,人の避難行動と照らし合わせて矛盾点が無いかを確認しながらモ

デルの改良を行った． 

 

2.地下街の避難シミュレーションモデルの検討 

2.1 モデルの説明 

人の移動する方向は，A 出口などの目標の方向と，B 出口毎に計算格

子中央の出口からの距離を求め，人の現在地から出口への最短となる

隣接格子の中心方向の２つを考えた．また，エリア毎に番号を付けて，

出口があるエリアに人が来たら A の方法で出口に向かい，別のエリア

から出口へ向かう場合に，次に進むエリア情報，次のエリアへの目標と

なる格子位置情報を与えて，そこへ移動するようにした．また，A の方

法で目的地へ向かう人が壁の中に入ってしまった場合，B の方法で再度

移動を計算することで壁の中へ移動しないよう工夫した．さらに，人の

重なりを修正する方法として，①進行方向に人がいる場合には速度を

落とすこと，②進行方向を変更することを考慮した．具体的には，進行方向の時計回りの角度-15 度～0 度，

0度～15 度の範囲の人の有無を確認し，両区間に人がいない場合は進行方向へ進み，片方の領域に人がいる

のであれば，人がいない領域の中心方向へ進行するとした．また，両方に人がいる場合は，進行方向の時計

回りの角度-30 度～-15 度，15 度～30 度の領域の人の有無を確認し，両方に人がいない場合は，個人に設定

された乱数を用いて進行する領域を決め，片方に人がいる場合は人がいない領域を進行する領域として，該

当領域の中心方向へ移動するとした．なお，すべての領域に人がいる場合は，全領域の最短距離にいる人の

中で最も遠い人の方向へと進むとする． 

図 1 エリアと出口 

図 2 初期配置 1 

進行方向-30°～-15°を I,-15°～0°を II，0°～15°

を III，15°～30°を IV とする． 

第１：II,III に誰もいない場合は進行方向へ移動する． 

第２：II,III のどちらかに人がいれば，人がいないエリ

アの中央へ移動する． 

第３：II,III の両方に人がいれば，I,IV へ移動する．両

方ともに人がいない場合は，人に乱数(0～1)を与え，

0.5 以下は IV，0.5 より大きいと I に移動し，片方に人

がいれば，人がいないエリアの中央へ移動する． 
IV 

III 

II 

I 

図 3  人の重なりの回避に関わるモデル化 
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2.2 シミュレーションモデルの課題と修正 

このモデルを名古屋駅前地下街に適応した．対象領域を高低差のない

平面として,3.2ｍ格子で表現し,その中央に人を配置した．また，図 1

のように 63 個の出口を設定し，19 のエリアに分け，計算に用いる接続

情報を作成した．図 2 のように格子中央に人を配置し，出口 A に移動す

る解析を行った．人の移動速度は 1.0m/s とした.結果には,遠くのエリ

アから移動する様子が見られたが，図 4 に示すように，接続箇所(例え

ば,丸の箇所)を境に直線で移動する様子が見られた．これは，人の現在

地に一番近い接続格子に移動するようモデル化していることに起因し

ていると考えた．そこで，出口までの距離が短くなる接続格子に向かう

よう修正を行ったものが図 5 の結果である．本図から領域を越える箇

所でも滑らかな人の移動を示している．ただし，多くの人が最短距離の

ルートに集まっている様子もみられる．そこで，接続領域の最短の目標

格子に人が集中せず，領域において平均的な移動をするように，目標と

する格子に人数の上限(エリアにいる人数の平均値)を付けて計算した

結果が図 6である．本図から，領域Ｂの人の移動は広がっていることか

ら，最短距離に集中しない人の移動を示すことができたが，ＣやＤの箇

所では最短距離への人の集中がみられる.次に,図 7 のように周辺出口

の距離が最短となる格子へ移動するモデル化を行った。その結果を図 8

に示す.人が集まる通路があるものの人の分散や最短距離の移動はでき

ているように見える.図 9 のように出口があるエリアでは B の方法,無

いエリアでは Aの方法というように移動方法を変えた.計算結果を図 10

に示す.人の広がりや曲がり始める位置などおおよそ自然な動きになっ

ていると考える.次に,計算する順番を変えた.従来は図 11 のように初

期配置において左下から上に向かって番号を付け計算していたが,図

12 のように出口や接続格子に近いものから番号を付け計算した.結果

を図 13 に示す.図 10 と比較すると人の広がりが小さくなった。図の効

果がみられた.この広がりを大きくするため,接続格子を通過する人数

の上限を半分とした.結果を図 14 に示す.人の広がりはあったが蛇行し

て進んでいるように見られた.これは,接続格子に近い人は最短格子へ

向かい、そこが上限になれば次の最短格子に移るので、結果として蛇行

する人の動きになったと考える。 

図 4 人の移動 1(1 分後) 

図 6 人の移動 3(1 分後) 

図 5 人の移動 2(1 分後) 

図 7 移動方法 1(格子 1m の場合) 図 8 人の移動 4 図 9 移動方法 2(格子 1m の場合) 
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2.3 通路を考慮した人の移動 

 次に,通路を移動する場合を考え

る.これまでの検討より,移動方法

1 と移動方法 2 を用いて,計算順は

計算順番 2 を使用した.初期配置を

図 15 に示す.移動方法 1 の結果を

図 16,移動方法 2 の結果を図 17 に

示す.両図より,例えば領域 a と領

域 b に違いがある.図 17 の領域 a

では人が壁に向かって移動し,くぼ

みに人がたまっている.また,領域

ｂでは,極端に壁に沿って移動して

いる.その点で図 16 では,壁の引っ

掛かりが少なく最短距離で移動出

来ていると考える. 

 

2.4 モデルの活用 

作成したモデルを活用すること

で,現在地から指定した出口までの

避難に要する時間や最短距離を求

めることができる.また,非常時だ

けでなく平時の交通シミュレーシ

ョンとしての機能も持つ.通路があ

る条件の中で作成したモデルを比

較し,移動方法 1 が最も自然な人の

動きができていると考える.このモ

デルを利用して,避難にかかる時間

と人数を計測した. はじめに人に

速度差を出すと避難時間に差があ

るかを調べた.人は図 18 のように

ランダムに配置し,最も近くの出口

図 10 人の移動 5 図 11 計算順番 1 図 12 計算順番 2 

図 13 人の移動 6 図 14 人の移動 7 

図 16 人の移動 8 図 15 初期配置 2 

図 17 人の移動 9 図 18 初期配置 3 
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へ移動させた.速度は成人 1.0m/s,子ども・高齢者

0.6m/sとした.子ども・高齢者割合別の避難完了人数と

時間の関係を図 19 に示す.本図より高齢者割合が多く

なるほど避難に遅れが出ていることが分かる.実際に

歩行が遅い方がいると後ろにいる人の速度も下がるた

め,再現ができていると考える.次に,最も近くの出口

へ移動,子ども・高齢者の割合 4割という条件で人数別

の避難成功割合と時間の関係図 20 に示す.人が増加す

ると避難にかかる時間が増えると予想していたが,図

より数値に大きな変化は見られなかった.これは,人が

出口(階段)に到達した時点で計算から外しているた

め,出口付近で人が詰まるということがないからだと

考える. 

3 つの入口から入り,3 つの出口から出る人の移動を

計算した.入口 A,B,Cから 6割,2割,2割の人が入り,出

口 A,B,C から 6 割,2 割,2 割の人が出るとし,時間毎に

流入の総数を決めて,6 時間の計算を行った.結果を図

22に示す。計算結果には,人の移動の流れや人が密にな

る様子が示された.また,同じ条件で 4割の人が子ども・

高齢者であるとした計算を行った.結果を,図 23 に示す. 図 22 と比較するときちんと速度に差が出ており,

移動にかかる時間が多くなっていることがみられた。 

 

 

3.おわりに 

 本報では，地下街を対象に人の移動に関するモデル開発を行っている．今後は，避難シミュレーションモ

デルの改良と避難シミュレーションによる種々の検討の 2 点を行う予定である．その後，改良したモデルを

活用して，地下浸水時の避難について考察したいと考えている． 

 

参考文献 

1) 松井柾輝，武田 誠：地下街の避難シミュレーションに関する基礎的研究，令和３年度土木学会中部支

部研究発表会，II-18，2022． 

図 21 移動方法 3 図 22 人の移動 10 図 23 人の移動 11 

図 19 時間経過での避難成功者数 

図 20 時間経過での避難成功者割合 
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2 0  年度卒業研究論文概要 

地下街に関わる状況の整理と浸水避難対策のあり方に関する研究 

 

2C19007  近藤寛将 

1.  はじめに 

近年の異常気象に伴う内水氾濫や大規模な外水氾濫が生じた

場合、地下街は甚大な被害が生じる可能性がある。本研究では

名古屋駅の各地下街の現地調査・ヒヤリングを行うことでその

地下街の現状と特徴を理解する。また、外水氾濫が起きた際の

水の流れる方向と名古屋駅への到達時間を災害のシミュレーシ

ョンで調査する。それらを踏まえて、災害に遭遇した際の避難

方法や観光客などの人の誘導方法、店舗の従業員のとるべき行

動を検討していく。 

2.  ヒヤリング調査 

エスカ株式会社の成澤氏の協力で地下街の現状と課題についてのヒヤリングを実施した。地下街は消防法

や道路法で管理されており、避難のための情報を出すとしても看板や広告を道に出せず、名古屋市の交通局

や土木局に許可を得なければならない。 

地下街の災害は３つがある。地震対策としては発生した際に地下の安全を確保し、地下で火災やガス漏れ

があった場合や地上が安全ならば地上・屋外へ避難させる。火災対策としては今も検討しているがとにかく

地上へ逃げることが安全だとされている。消防と企業（中村消防署と東邦ガスなど）が協力してガス漏れな

どの対処訓練を実施している。水害対策としては内水氾濫と外水氾濫の2 種類で内容は異なる。内水氾濫の

対策としては基本的に止水板（2 00m 程度）と土嚢を用意して地下に浸水するのを防ぐ。外水氾濫の対策と

しては地上に避難させることとなっている。特に庄内川からの氾濫が想定されているので、高い建物が多い

2 R 側に逃げることを推奨している。シミュレーションにて庄内川が破堤した場合、27時間で浸水し始めて

20時間後には被害が出る浸水となることが確認できているので名古屋市のホームページの情報（タイムライ

ン）を意識して浸水前に危機管理局から2 段階で情報が発信される。 

3.  エスカ地下街における避難時間の調査 

名古屋駅のエスカ地下街にて災害発生時、避難経路と時間を調べる。また、防災センターから一番遠い

2C90まで歩いて到達時間を計測する。避難経路・時間計測は図2 の位置に人を１人ずつ配置する。定位置で

待機か自由に行動かを指示する。計測者から災害発生と避難

する方向の連絡を送る。タイマーを押す。連絡に従って避難

が完了したら、各々が計測者に連絡する。タイマーを止める。

避難ルートをマップに記入する。これを合計４回行う。連絡

手段としては「浸水発生！どこでもいいので地上に逃げてく

ださい！2  内水氾濫を想定して行う。火災の状況と近似して

いるので火災と内水氾濫時のデータとして計測する。2  」と

「浸水発生！2 R 側に逃げてください！2  外水氾濫を想定し

て計測する。2  」のうちの一つを連絡する。最初の指示と連

絡の種類は図29の順番で実施する。 

次に止水板を持って行く時間の

計測では防災センターから2C90ま

で歩き、移動時間を計測する。 

写真 1  災害対策訓練の様子 

図 1  最初の指示と連絡の種類の順番 

図 2  避難時間計測のマップ 

A B C D
① 1:40 0:34 1:01 1:04
② 2:53 1:41 2:13 1:31
③ 2:55 2:14 1:02 2:00
④ 2:03 1:06 1:18 0:52

11月24日 11月28日

表 1  避難時間 

A B C D
時間 3:18 3:08 3:09 3:18

11月24日 11月28日

表 2  止水板を持って行く時間 
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結果とし

ては、避難

時間が表29

のようにな

り、避難経

路は図290、

図299、図29 、

図297のよう

になった。

図290より、

その場で待

機した状態

の2 R 側の

通路への避

難はすぐに見つけることができないので時間がかかってしまうことが分かった。図299、図29 、図297の避難経

路からは通路が近くにあることや2 R 側の通路がすぐに見つかる場所にあることで、避難しやすいことが分

かった。図290の2 の位置付近は誘導が必要なのではないかと考える。止水板を防災センターから2C90まで持

っていく時間については表2 のように27分290秒ほどで到着することができると分かった。内水氾濫の際の止

水板を消火器などのように身近な場所に配置して店舗の従業員に設置してもらうことで止水対応にかかる時

間が短縮するのではないかと考える。 

4.  破堤に伴う浸水情報の整理 

国土交通省の浸水ナビを用いて矢田川と庄内川の破堤時の浸水の流れと到達時間を調査する。破堤対象の

場所は図2 の①から⑩を調査する。結果としては名古屋駅までの浸水到達時間は表27の通りである。図2 で

は破堤場所から名古屋駅までの浸水状況を時間ごとに表している。紙面の都合上、すべてを記載できないの

で⑤のみを示す。 

庄内川からの浸水について、①が破堤した場合は破堤場所から浸水方向は南なので名古屋駅に到達しない

が西区から越水した水が南西に流れて名古屋駅に到達する。②が破堤した場合は東に流れて名古屋駅に到達

する。③が破堤した場合は東に流れて名古屋駅に到達する。しかし、名駅より東側に浸水しない。④が破堤

した場合は東南東に流れて名古屋駅に到達する。⑤が破堤した場合は南南西に流れて名古屋駅に到達する。 

矢田川からの浸水について、⑥が破堤した

場合は南南西に流れて名古屋駅に到達する。

⑦が破堤した場合は南南西に流れて名古屋駅

に到達する。⑧が破堤した場合は南西に流れ

て名古屋駅に到達する。⑨が破堤した場合は

南西に流れて名古屋駅に到達する。⑩が破堤

した場合は南西に流れて名古屋駅に到達する。 

①から⑤の浸水状況から、庄内川は下流の

下側の堤防が破堤が起こると西区から越水な

どで浸水被害が発生して水が南下して流れる

が破堤から名古屋駅に到達する時間が29日以上あ

るので非常に余裕をもった避難行動ができると考

える。しかし、ほとんどの場合は破堤場所から名

図 3  Aの避難経路 図 4  Bの避難経路 

図 5  Cの避難経路 図 6  Dの避難経路 

図7 破堤の対象場所 左 : 庄内川 右 : 矢田川 

表 3 名古屋駅までの到達時間 
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古屋駅に流れていくので到達時間が早

い。そのため、迅速な避難行動が必要

だと考える。矢田川は北側から名古屋

駅に流れていく。しかし、栄や名古屋

城などの高い位置にある場所を避けて

名古屋駅へ流れるので到達時間は庄内

川からの到達時間より遅くなるので余

裕をもって避難行動ができると考える。 

5.  現地調査による地下街の特徴と浸

水対策の整理 

名古屋駅周辺の地下街の現地調査を

実施した。エスカ地下街は「名古屋め

し」などの観光客向けの店がエスカの

北側に集中している。また、地下街中央の名古屋駅側の入り口付近にはお土産を販売する店舗が多いため、

観光客向けのエリアとなっている。地下街中央から南側にかけて定食などの飲食店が立ち並ぶ。他にもファ

ッション系の店舗や薬局などサービス関連のエリアが中央から北側にかけて立ち並ぶ。電光掲示板が設置さ

れていたので災害時に避難誘導・アナウンスができるととても便利になるのではないかと考える。 

ルーセントアベニューは名古屋ルーセントタワーとの地下通路として使われている。浸水対策として地上

の出入り口がガラス張りで浸水できないようになっている。メイチカは 名駅地下街と名駅東地下街に分か

れている。名駅地下街は地下鉄東山線乗り場の近くにある北側に定食などの飲食店がある。さらにそこから

南のサンロードや名鉄名古屋駅までの通路の両端には食べ歩き用の出店やお土産販売店の店舗が立ち並ぶ。

地下鉄と名鉄を結ぶ通路なので日常的に利用している人向けの店舗配置になっている。名駅東地下街には薬

局や不動産などが建ち並び、ミッドランドスクエアにつながる通路となっている。 

図 9 エスカ 

図11メイチカ 図 10 ルーセントアベニュー 

図 12 ゲートウォーク 図 13 サンロード 

図 14 キタチカ・ミヤコ地下街 

図8 ⑤の破堤後の時間ごとの浸水状況  
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ゲートウォークは道幅が広く、飲食店が少ない。地下鉄・名鉄・地上通路をつな

いでいる地下街なので人通りが激しい。サンロードは東西の通路で店舗の種類が異

なる。西側の通路には食べ歩きの出店や衣服などの店舗が多い。東側の通路は店内

に入れる店舗が多く、定食やカフェなどが立ち並ぶ。東西両端にビルがあり地下街

と直結している通路が多い。また、地上通路に扉やシャッターがあり、さらには止

水板を設置できるようになっている。キタチカとミヤコ地下街はささしまライブの

方向への地下通路の役割と考えると夏の気温が高い日に利用できるのでとても便利

なのではないかと考える。通路にはビルと直結している場所や扉と止水板で浸水を

防ぐ場所がある。 

ユニモールは名古屋駅から国際センター駅までをつなぐ地下街である。地下鉄か

らユニモールに行こうとすると下り階段があるので東側の地下街の中でも低い位置

に存在する。両駅の中間エリアに飲食店が集中している。また、国際センター駅付

近には2  M やジムなどのサービス関連のエリアが存在する。地下街には観光客が

集まる場所や日常的に利用する人が利用しやすいような店舗配置になっている場所

があることが分かった。エスカは観光客が多い地下街なので浸水が始まる前に従業

員の声かけによる避難誘導が重要になると考える。ルーセントアベニューとゲート

ウォーク、メイチカは通路のような地下街になっており、近くのビルと直結したり、

地上に出るとビルがあるので浸水発生時にはそのビルに避難することが適切だと考

える。サンロードとキタチカ・ミヤコ地下街はビルに直結している通路と直結して

いない通路があり、そこから浸水が発生するので避難先の通路を事前に決定してそ

の通路に避難することが重要だと考える。ユニモールは名古屋駅側にいるならば名古屋駅の方に避難しても

よいが、そうでない場合、外水氾濫の場合はビルと直結している通路か、地上に出て歩道経由でビルに避難

させる。内水氾濫の場合はビルと直結している2   、2  7 、2   の通路に避難させる。 

6．おわりに 

エスカは観光客が利用しやすい地下街であり、観光客は避難先が分からないのでアナウンスや店舗の従業

員の呼びかけが重要になる。また、内水氾濫の際の止水板を身近な場所に配置して店舗の従業員に設置して

もらうことで止水対応にかかる時間が短縮できる。ユニモールやサンロードは地上に出ると高い建物が存在

するので浸水被害を受ける前にそこへ避難することが大切である。そのため、ビルを管理している企業と避

難先として利用してもよいかを交渉することが重要だと考える。今後、リニア中央新幹線の開通で将来的に

観光客が増えて今より大勢の人が地下街を利用することになるので地下街にはビルへの接続場所もあり、そ

こは避難先として有効である。また、店舗の従業員の声かけなどの行動がより大事になると考える。 

参考資料  

2 9 東京大学 2 TMkyok2 blibklizaz 知られざる地下街 歴史・魅力・防災、ちかあるきのススメ 廣井悠、2 2

地下街減災研究会2ttts:///wwwu -tkyokuzmujs/lblibksizaz/jz/D_00040utt i 2   0 7 年29月2 0日確認2   

2   浸水ナビ 国土交通省2ttts:///: blk  zsus:buskujs（2 0 7年29月2 0日確認） 

2 7 名駅データブック2 09  名古屋駅周辺地域 調査・分析と展望 株式会社電通 名鉄コミュニケーショ

ンズ2 ttts:///wwwum -mumkujs/tte e:/m m/mkm/m m_ ebeyb_mztz_lkky_ki_9 0 0 usmf （2 0 7年29月2 0日確認） 

2 4 利用者意識からみた地下街のあり方に関する研究2 2 名古屋駅地区について谷本 道子・中山 智草・杉

山 尚美2 2 名古屋女子大学紀要 第22 00号（家・自）2 ssu07-900 、2  0042  

2 ttts:///azskoz-w ureskuabbuzmujs/?zmtbka=resk:btkro_ rb&bte _bm=9  9&fbie_bm=  &fbie_ak=9  0 7年29月2 0日確

認2   

図15ユニモール 

https://www.dm-c.co.jp/themes/dmc/doc/dmc_meieki_data_book_ol_180807.pdf
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2022年度卒業研究論文概要 

 

庄内川の支川流域に関わる河川合流部の調査と治水安全度の検討 

EC19039  近藤 類

1．はじめに 

近年，甚大化する豪雨・洪水災害の対応のために

流域治水が提唱され，その実施に対して議論が進め

られている．流域治水の効果的な実施のためには，

川と町との関わりを再度検討して，課題や特徴を見

出すことが重要と考える．そこで，庄内川流域を対

象に支川流域の調査を行った．特に河川の合流箇所

の特徴について考察する．また，近年の区画整理事

業によって，以前は遊水的に使用されていた場所が

宅地開発され，住宅地として整備されている．その

箇所のひとつに春日井市熊野町牛毛地区がある．こ

のような地域における水害対策は特に慎重に検討す

る必要がある．そこで，本研究では，庄内川の支川

流域の水理特性と庄内川と支川（内津川）との合流

部の浸水を検討し，その対策について考察すること

を研究目的とする． 

 

2．庄内川領域を対象とした現地調査 

本研究では，5 つの河川（矢田川，八田川，妻木

川，肥田川，小里川）の調査を行った．ここでは，

平野部にある支川の中でも合流箇所の特徴に焦点を

当てて，矢田川と八田川の様子を中心に検討する． 

2.1矢田川(調査日 2022年 9月 26日) 

殆どが平野部を流れる川幅の広い河川であり，中

下流部に宅地が多くあり，庄内川に合流する箇所で

は大型のマンションが多く見られた．  

2.2 八田川（調査日：2022年 10月 17日） 

 上流に田畑が広がっており，この田畑が遊水地の

役割を担っていると考えられる．また，支川と支支

川との合流部に公園が設けられており，その前後に

は落差工や流速を抑えるブロックが設置されてい

た．ハザードマップでの浸水域は広く，中下流まで

の河川沿いは宅地化されていた．今回の調査で，八

田川では合流地点を公園として活用している点は特

徴的であった．これは，土地区画整理が始まるとき

に作られたものと考えられ洪水対策として合流地点

に公園を整備して，遊水池的機能を確保することは

流域治水を考える上で非常に重要な点と考える． 

 

3 GISを用いた情報の整理 

 GISを用いて，現地調査で確認した箇所の整理を

行う．GISデータは，国土地理院¹⁾，国土数値情報²

⁾から取得している．3.1 と 3.2 では土地利用に着目

して整理する．3.3 と 3.4 では公園に着目して整理

を行う．

図-2 八田川流域の土地利用 

 
図-1 矢田川流域の土地利用 
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3.1矢田川流域における土地利用  

矢田川の上流部が山間部になっている一方で中下

流部は，宅地化されているため図-3 のようなグラフ

になったといえる．上流では森林の割合が大きいた

め流木による外水氾濫が懸念されるが，川幅が広い

ため起こる可能性は低いと考える．中下流部の宅地

化されている川沿いでは，堤防が築堤構造になって

いるが，宅地は盛り土されていて浸水被害を抑える

工夫がされていた． 

3.2八田川流域における土地利用 

 八田川の特徴としては，森林が少なく田畑の割合

いが高い．第 2 章でも示したように，中下流部の川

沿いは宅地化されており，ハザードマップでの浸水

域は広くなっている．さらに，川幅が狭いこと，下

流部では堤防が築堤構造になっていることから，下

流で外水氾濫が発生した場合，甚大な被害が起きる

可能性が非常に高いといえる．そのため，治水対策

が必要であるがハード面での改善は厳しくソフト面

での対策が必要と考える． 

 

3.3矢田川流域の公園 

矢田川の図-5，図-6 に河川との距離ごとの公園の

総面積と個数を示す．距離は川から公園までを直線

で測った際の距離を示す．矢田流域の公園は総面積

がかなりあり個数的にも多い．総面積で見た場合，

100～200m，300～400mが大きいことが分かる．個数

で見た場合，半分以上が 400m未満の位置にあるこ

とが分かる．ここから考えられることは，100m未満

の公園は個数的には多いが総面積が小さいことが特

徴的である．これは 200～300m未満も同様である．

一方で，川からの距離が 100～200m未満の公園は，

個数で見れば 100m未満の半分程度であるが総面積

は倍以上あることが分かるため川沿いではなく少し

離れた位置に公園があることが確認できる．公園が

遊水池的な役割を担うことが考えられるが，名古屋

市では地下貯留施設があるため，浸水が起きた際に

は地下に流すことも考えられる． 

3.4八田川流域の公園 

 図-7 と図-8 に河川との距離ごとの公園の総面積と

個数を示す．また，距離は川から公園までを直線で

測った際の距離を示す．八田川流域の公園は，面

積，個数ともに矢田川流域の公園より少ない．これ

は流域面積の影響も大きいと考える．八田川流域の図-4 八田川土地利用の割合 

図-3 矢田川土地利用の割合 

図-6 矢田川流域の距離ごとの公園の個数 

合計：274 個 

図-5 矢田川流域の距離ごとの公園の面積の割合 

総面積：5 ㎞² 
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公園の個数は，八田川から 200m未満の距離の公園

の数が 31 個と全体の約半分あり，面積では川から

100m未満の値が全体の半分以上を占める．図-7 を

見ると，公園の面積が 100m未満と 200m未満では

50％の差がある．100m未満というのは川沿いにある

公園であるため川に隣接する公園は，遊水池的役割

を担うことができる．これは，八田川流域の最大の

特徴である．現地調査を行っていても川沿いや支川

と支支川の合流部に公園があるなど特徴を確認する

ことができた．この公園は，土地区画整理事業を行

う際に造られたと考える．名古屋市は，地下貯留施

設が設置され公園の遊水池的な役割が少ないが八田

川沿いでは調整池や地下貯留施設がないため，公園

の遊水池的な役割が大きくこの点が特徴であると考

える．今回，現地調査を行った 5 つの河川で支川と

支支川の合流部に公園が設置されていたのは八田川

だけだった．流域治水において，遊水池機能を持つ

公園が重要な役割を担う．それが，河川合流部にあ

ることは，全体の治水対策の向上につながると考え

る．八田川の事例は多くの地域で参考になると考え

るが，今後は，水理計算を用いて効果を定量的に評

価する必要がある． 

 

4 春日井市熊野町牛毛地区における内水氾濫の浸水 

 の数値解析 

 庄内川と八田川の合流部など本線と支川の合流部

は公園を設置することが難しいと考える．宅地化さ

れている区域において遊水池を確保することは非常

に重要なことである． 

4.1 解析モデル 

 降雨を対象とした内水氾濫解析を実施する．解析

はデカルト格子の平面二次元不定流モデル(図-9)を

用い，領域を 10m格子で表現し，そこに降雨を与え

た．また，下水道などの排水は，簡易的に計画規模

の降雨量に相当する浸水深が減少するものとした． 

4.2 解析条件 

降雨時間は 1 時間降らせ，それ以降は降らせてい

ない．10 分ごとに出力し 3 時間まで出力した．用い

た降雨量は時間雨量 153mm，100mm，63mmである．

153 ㎜は，日本において時間最大降雨量であったた

め使用した．100 ㎜は，近年の降雨の傾向としてあ

り得る値を使用した．63 ㎜は，現在，建設中の熊野

桜佐ポンプ場の排水能力と同等の値を使用した．下

水道能力の正確な値がわからないため，時間排水は

63mm，40mm，0mmと仮定した．時間排出量の値は，

現在，建設中の熊野桜佐ポンプ場の排水能力が 63

㎜であるためその値を使用した．40 ㎜，0 ㎜は仮定

した値である．表 1に示す 9 通りの計算条件を定め

た． 

 

合計：66 個 

図-8 八田川流域の距離ごとの公園の個数 

図-7 八田川流域の距離ごとの公園の面積の割合 

総面積 合計：1 ㎞² 

図-9 平面二次元不定流モデル 
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4.3 解析結果と考察 

図-10 に case C3 の解析結果（最大浸水深）を示

す．なお，本図には地盤高，建物も記している．図

-10 より，道路に沿って浸水が存在することが分か

る．また，下水道の排水があったとしても，それ以

上の降雨量がある場合は，浸水域が広がっているこ

とも分かる．しかし，得られた浸水深は 0.5m程度

であり，人命を亡くすほどの甚大な被害とは言えな

い．したがって，下水道整備を十分に行うことで，

流域内で生じる内水氾濫には対応できるものと考え

る．住民の方々とお話しする機会があり，解析結果

を見て，「過去にあった外水氾濫の浸水被害と同じ

だ」との意見から解析の妥当性があるといえる． 

4.4外水氾濫についての検討 

この地域のそばを庄内川が流れてるため，庄内川

破堤に伴う浸水（外水氾濫）が発生した場合を考え 

る．図-11 は，国土交通省にある浸水ナビ³⁾の熊野

町で庄内川を点-1 の位置で破堤させた際の 3 時間後

の図である．図-11 から，点 2 での最大浸水深は 4m

を超える．被害は甚大なものになることが容易に

想像できる．したがって，対象地域は外水氾濫に

対しては避難対策などの人命を守る対策を整備

し，地域防災力向上を検討する必要がある． 

 

5 結論 

以下に，得られた成果を示す． 

（1）矢田川は川幅が広く，高水敷が確保されてい

た．八田川は川幅が狭いため，河川の合流部や

川沿いに公園を設置し、遊水地的役割を担って

いた．区画整理事業の一環で造られており，流

域治水を考えるうえで参考になる．今後は，水

理計算を用いて定量的評価が必要である． 

（2）矢田川，八田川の中下流の宅地化されている

場所では，堤防が築堤構造になっていることが

確認できた．これは甚大な被害を起こすことが

想像できるため，ソフト対策を検討する必要が

ある． 

（3）熊野町牛毛地区の解析において，内水氾濫では

大きな被害は生じない結果となり，解析結果の

妥当性も確認できた．外水氾濫に対しては，避難

などのソフト対策を検討する必要がある． 

参考文献 

1） 国土数値情報ダウンロードサービス， 

URL： https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/  

（2022 年 11 月 25 日確認） 

2）国土地理院，URL：https://www.gsi.go.jp/  

(2022 年 11 月 15 日確認) 

3）国土交通省：浸水ナビ，  

URL：https://suiboumap.gsi.go.jp/  

(2022 年 11 月 25 日確認) 

図-10 case C3 の最大浸水深の分布 

時間降雨量 153mm/h，時間排出量 63mm/hの場合 

0mm 40mm 63mm

63mm caseA1 caseA2 caseA3

100mm caseB1 caseB2 caseB3

153mm caseC1 caseC2 caseC3

時間排水量

時間降雨量

表-1 解析条件 

図-11 外水氾濫浸水想定図 

点-1 

点-2 
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2022 年度卒業研究論文概要 

 

春日井市における内水氾濫とそのリードタイム水防災に関する検討 

 

EC19042 須賀俊介 

 

1．はじめに 

近年，全国各地で台風による大雨やゲリラ豪雨による災害が増加しており，甚大な被害に見舞われている．

愛知県春日井市でも平成 23 年 9 月に発生した台風 15 号による大雨の影響により床上 214 棟，床下 183 棟，避

難者数 618 人と莫大な被害を受けた過去がある．このように台風による内水氾濫被害は身近なものとなって

いるため，内水氾濫の対策を行うことは近い将来非常に重要なことである．そのためには，内水氾濫と表現す

る数値解析モデルが重要なツールとなる．数値解析モデルの精度向上とその活用法の検討は大事な研究テー

マである．また，浸水対策の 1 つに事業継続計画(BCP: Business Continuity Plan)の作成と運用がある．これは

災害による被害を受けた場合の企業活動の継続を検討したものである．浸水災害の場合，被災までのリードタ

イムがあることから，その時間を上手に利用して浸水被害の軽減を図るタイムライン水防災が重要となる．し

たがって，内水氾濫を対象としたタイムラインを意識した BCP 作成とその普及は重要な研究テーマとなる． 

 

2．対象地区と研究目的 

春日井市勝川・南部地区は，鳥居松段丘，庄内川およ

び地蔵川，八田川に囲まれており，2000 年の東海豪雨，

2011 年の台風 19 号に伴う豪雨時において浸水被害を受

けている．一方，この地域には春日井市を代表する企業

も多く集積している．仮に庄内川破堤や豪雨に伴う浸水

被害が生じた場合，大きな経済被害が想定されることか

ら，タイムライン水防災の充実が望まれる．令和 3 年 10

月に，春日井市，春日井商工会議所，中部大学，環境防

災総合政策研究機構が参加し，経済産業省中部経済産業

局，国土交通省中部地方整備局庄内川河川事務所，愛知

県尾張建設事務所がオブザーバー参加となる「春日井勝

川・南部地区タイムライン水防研究会」が設立された．本研究会の目的は，春日井市勝川・南部地区の水防災

情報共有連携に関する研究（事業）を行うことにより，事業者・企業，地域の防災力向上を図ることとしてい

る．地震に関する BCP は作成していても，水害に関する BCP は作成していないことも多く，さらに中小企業

の多くは BCP が作成できていない．水害発生にはリードタイムがあり，減災のためには，タイムライン水防

災の取り組みが重要である．外水氾濫に比べ，内水氾濫はリードタイムが短く，浸水件数が多い．本研究では，

内水氾濫を対象にタイムライン水防災と，災害時に他社と情報共有する仕組みについて検討する． 

 

3．内水氾濫による数値解析の検討 

 企業におけるタイムライン水防災を検討するために，対象地域の内水氾濫の様子を考察する．数値解析には，

横倉らの内水氾濫解析モデル 1)を用いる．解析を始めてから 1 時間後に設定降雨を 2 時間降らせる条件で６時

間の解析を作った．図 2 は解析内での降雨状況のグラフとなり，10 分ごとに降雨を出力している．設定降雨

 

図 1 タイムライン水防災のイメージ 
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をそれぞれ 80mm/h，147mm/h とし，春日井市商工会議

所主催の BCP セミナーに参加した企業 A 社から H 社

の場所を対象に，時間経過による浸水深を調べる．解析

に使う計算領域および地盤高を図 3 に示す．設定降雨

80mm/h と 147mm/h の最大浸水深を図 4，図 5 に示す．

図 4 の結果より，浸水深 30cm を超える地域があり，一

般的な自動車のエンジンが止まる恐れがある高さとさ

れている．また，図 5 の結果より，浸水深 50cm を超え

る地域が広がり始め，床上浸水の恐れがある高さまで浸

水した．解析結果より，設定降雨 80mm/h，147mm/h の

企業別浸水深を図 6，図 7 に示す．図 6 の結果より，E

社の最大浸水深は 70cm を超える結果となった．E 社の

周辺地域は地盤が少し下がっているということが

70mm を超える浸水深の原因だと考えられる．70cm の

浸水被害が出ると，床上浸水の可能性だけでなく，従業

員が逃げることも困難になってくる．また，時間経過に

着目してみると，H 社が雨を降らせたタイミングと同時

に浸水し始めているため内水氾濫による浸水被害では

リードタイムが短いということがわかる．図 7 の結果よ

り，B 社，E 社，F 社，G 社，H 社の企業より 30cm 以

上の浸水深が出た．浸水深 30cm は一般的な自動車のマ

フラーの位置に相当するため，エンジンをかけることが

困難となる．また，浸水深が一番深いところで E 社の

1.1m となり，事業継続や復旧が困難となる可能性や，人的被害に関わる浸水深となってくる．また，どの企業

でも浸水するまでの時間は短い． 

  

4．リードタイムを考慮したタイムライン水防災 

 解析結果の浸水深を元にリードタイムを考慮したタイムライン水防災を作成した．国土技術研究センター

の資料を参考に想定される被害とその対応 2)を示したものが表 1 である．対象となる会社は E 社と H 社で製

造業を想定して作成する．設定降雨は最悪の事態を想定して，147mm/h とし，E 社と H 社の浸水深を図 7 に

示す．ゲリラ豪雨の発生は 1 時間前に予測する．想定される被害とその対応を事前に行っていた場合のタイム

ライン水防災を作成する． 

表 2 は設定降雨 147mm/h のタイムライン水防災を示している．あくまで想定の為，ゲリラ豪雨発生から浸

水被害が出るまでに表 2 の行動をすべて行うことは出来ない可能性もある．しかし浸水被害が出るまでにす

る優先事項を決めておくことで短い時間を効率よく動くことが出来るのではないかと考えた．床上浸水によ

る電子機器や商品の水没，自動車の浸水が想定されるため，物品と自動車の移動を最優先事項とした．他県の

企業に業務提携をしておくことや，土のうや止水板の設置方法を理解するなど，事前に対策を行う事で，水害

時に短い時間で幅広い対策がとれる．また，最悪の事態として設定降雨 147mm/h のタイムライン水防災を考

えたため，想定していた災害の規模が小さくなれば，他にできることが増えると考える． 

 

 

 

図 2 解析内での降雨状況 

 

図 3 計算領域および地盤高 
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表 1 想定される被害とその対応 2) 

 

ソフト対策 ハード対策

対応・対策項目 対応時期

気象情報、洪水予報等の情報の収集先の整理 事前

営業停止、避難開始の判断基準の決定 事前

避難所、避難ルート、避難誘導体制の決定 事前

土のう等の準備、設置方法の周知 事前、事中

止水板、防水扉等の整備/床、敷地の嵩上げ 事前

建物の上階に拠点を設置/地下室の内開き扉化 事前

物を２階以上に移動させる 事前、事中

電子データ、重要書類の上階保管 事前

電子データのクラウド上への保存 事前、事中

パソコン、サーバー等の上階設置 事前

非常電源装置、自家発電機の導入 事前

配電盤や受電設備の耐水化、高所設置 事前

従業員の緊急連絡網の作成 事前

従業員の参集ルールの決定 事前、事中

従業員の役割分担の決定 事前、事中

複数の通信手段の確保 事前

MCA無線、衛星電話等の配備 事前

保険、共済等への加入 事前

融資制度の活用 事後

電気設備への浸水に

よる停電（電源喪失）

交通機関の停止、

人員の不足

通信網の輻輳、途絶

想定される被害

サーバー等電子機器の

浸水による

重要なデータの消失

顧客や従業員の

逃げ遅れ

社屋、工場への浸水

運転資金・

復旧資金の不足

図 3 設定降雨 80mm の最大浸水深 図 4 設定降雨 147mm の最大浸水深 

図 5 設定降雨 80mm の企業別浸水深 図 6 設定降雨 147mm の企業別浸水深 
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表 2 設定降雨 147mm のタイムライン水防災 

 

 

5．おわりに 

 本研究では，春日井市において内水氾濫が発生することを想定した数値解析を行い，その結果よりリードタ

イムを意識したタイムライン水防災を作成した．内水氾濫による水害は，発生からのリードタイムが短いため，

事前の準備が重要となる．タイムライン水防災は水害時，常に最悪の事態を想定して動かなくてはならない．

空振り覚悟で行動することで災害に強い企業となり，企業のブランド力強化にも繋がる．また，定期的にセミ

ナーを開くことで他の企業との交流を深め，近くの企業と情報共有する機会を設ける．その結果，タイムライ

ン水防災を行うにあたって，地域で協力することにより強い防災や減災を見込める．この情報を家族に伝達す

ることで，家庭における防災意識が向上し，地域全体の防災力に繋がる． 

参考文献 

1) 横倉昌信・武田誠・村瀬将隆：春日井における内水氾濫解析モデルの改善とその活用の試み，土木学会論

文集 B1（水工学），Vol．77，No．2，I_529-I_534，2021 

2)一般財団法人国土技術研究センター：https://www.jice.or.jp/bcp (最終アクセス 2022-01-21) 

時間経過 水害規模 E社 H社

H社浸水深30cm H社から浸水情報を受ける 近くの企業に浸水情報を送る

E社浸水深30cm 会社の2階などに避難 会社の2階などに避難

2:00 E社，H社浸水深50cm

 予備電源の確認  予備電源の確認

3:00 E社，H社最大浸水深

5:30

0:00

1:30

被害確認後，事業再開に向けて動く

近くの企業に浸水情報を送る

ゲリラ豪雨発生
時間降雨量147mm 提携している会社に連絡

土のう，止水板の設置
施錠の確認

商品の移動
電子機器の移動
自動車の移動

商品の移動
電子機器の移動
自動車の移動

ゲリラ豪雨発生
を予測

1:00

提携している会社に連絡
土のう，止水板の設置

施錠の確認

近くの企業と連絡を取って情報共有

図 7 設定降雨 147mm の E 社と H 社の浸水深 

床上浸水 
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2022年度卒業研究論文概要 

 

庄内川における流域治水に関する研究 

 

EC19073 山内 まこ 

 

1． はじめに 

近年、気候変動により大雨・短時間降雨の頻度・

威力が増しており、河川のみでは水を流しきれない

可能性が大きくなっている。そのため、水を流域で

蓄え、ある程度の浸水を許容する”流域治水”が注

目されている。流域治水には田んぼダムや遊水地な

どの活用が挙げられる。しかし、これらに関して定

量的な評価は十分ではないのが現状である。流域治

水の治水機能や水理の定量的な指標を増やすために

も、一度流域について見直す必要があると考える。

本研究では、過去の豪雨災害から流域規模で生じる

水害の特徴を整理し、それを基に図 1に示す庄内川

流域の現地調査を行うことで、庄内川流域における

大規模水害の危険性を調査する。 

 

2． 過去の流域規模の水害 

2-1．対象とする水害 

 2017年九州北部豪雨、2018年西日本豪雨、2019年

台風 19号災害の 3つを対象とし、流域規模で生じる

水害の要因を中心に整理する。なお、参考資料とし

て、土木学会のホームページ 2)にある災害報告書を

活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2．流域規模の水害の特徴 

 整理したいずれの災害も、合流部の氾濫、流木が橋

梁に捕捉されることによる氾濫が多く見られた。合

流部はその殆どが支川側での氾濫で、その中でも本

川の水位が上昇したことによる背水の影響が多い。

また、水門や樋門の排水不良の影響でも氾濫が発生

していた。もうひとつの原因である流木については、

流路断面積の小さい橋梁に多く引っかかる傾向があ

った。元々の構造から断面積が小さい橋梁の他に、土

砂堆積や植生によって流路断面が一部埋まっている

橋梁も存在した。この場合、本来なら十分に流しきれ

る流量でも水位が上がりやすく、被害に発展する可

能性がある。また、上流部が山間部かつ崩れやすい花

崗岩類の分布地帯であった場合、斜面崩壊が発生し

やすく、流木が多くなる。そして、扇状地の扇頂部な

ど急勾配から緩勾配に変わる地点や、相対的に勾配

が緩い地点で橋梁に捕捉されているものも多く存在

した。その一例として、土木学会 2)の九州北部豪雨災

害調査報告書での被害箇所を google mapの航空写真

に写した画像を図 2に示す。 

 

3． 庄内川流域の現地調査 

庄内川河川整備基本方針 3)内の地形区分図(図 3)、

地質図(図 4)を参考に、矢田川・妻木川・肥田川・八 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 庄内川流域図 1) 

図2 災害発生箇所 2) 

筑後川 

八田川 
小里川 

肥田川 

妻木川 

矢田川 
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田川・小里川の 5 つの河川を調査対象とした。調査

対象の 5つの河川を図 1内に赤丸で示す。 

 

3-1．矢田川 調査日：2022年 9月 26日 

 殆どが平野を流れる河川であり、全体的に広い河

川敷を持っている。また、矢田川上流やその支川は掘

り込み河川であった。八田川にもこの傾向が見られ

たが、矢田川の方が顕著である。堤防が無ければ豪雨

時に水が流れ込みやすく、流量次第で溢れやすくな

るものと想定される。 

 

3-2．妻木川・肥田川 調査日：2022年 10月 3日 

 どちらも中～上流が山間部を流れる河川である。

また、土砂や植生によって水路断面が一部埋没して

いる橋梁が複数見られた(写真 1)。肥田川は河川沿い

が宅地か田畑かで堤防に違いが見られ、水を田畑に

流そうとしているように感じた。実際、一部例外はあ

るもののハザードマップの浸水域と田畑が概ね一致

する。それに対して妻木川では、宅地が浸水域となっ

ている場所も多くみられた。 

 また、肥田川の上流部は山間部であるものの、河川

と山の距離は少し離れている。そのため、斜面崩壊な

どの被害はこの地域内である程度完結し、下流へ流

出しないと想定する。さらに、上流部の橋には小さな 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ものも存在するため、仮に流木が発生したとしても、

斜面崩壊同様上流部で完結すると考えられる。 

 

3-3．八田川 調査日：2022年 10月 17日 

 上流部に田畑が広がっており、この田畑が遊水地

の役割を担っていると考えられる。また、支川との合

流部に公園が設けられており(写真 2)、その前後には

落差工や流速を抑えるブロックが設置されていた。

しかし、ハザードマップでの浸水域は広くなってお

り、下～中流までの河川沿いは殆どが宅地で余白が

ないのが課題である。 

 

3-4．小里川 調査日：2022年 11月 2日 

 多くが山間部を流れる河川で、湾曲部が多いのが

特徴である。落差工やブロックは他の河川でも見ら

れたが、小里川では湾曲部の外岸側にのみブロック

が設置されている場所がいくつか存在した(写真 3)。

また、上流には小里川ダムが存在する。ダムの放流に

よって被害を受けた事例もあるが、ダムがあること

で安全は確保され、流木被害も少なくなるように感

じる。 

 

現地調査により得られた流域の特徴を整理したも

のを、図 4に示す。 

図 3 地形区分図 3) 図 4 地質図 3) 

写真 3 湾曲部外岸側のブロック 写真 1 一部が埋没した橋梁(妻木川) 写真 2 合流部の公園 

 

低地 

(三角州・干拓地) 

自然堤防 

後背湿地 

山地 

台地 

(段丘) 
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4． GISによる特徴の可視化・数値化 

 現地調査で得られた流域の特徴を、流域治水の具体

的な案の検討や定量的な考察を行うための基礎資料

とするため、GISを用いて各流域の特徴の可視化・数

値化を行った。紙面の都合上、ここでは一部のみを記

す。 

 

4-1．矢田川 

 中～上流域にかけての河川沿いに田んぼや農業用

地が多く存在しており、その多くがハザードマップ

の浸水域と一致している。しかし、田んぼのない合流

部付近や湾曲部における田んぼの対岸側では、宅地

が浸水域となっている場所も見られた。また、土砂災

害警戒区域はわずかなため、現地調査で得た特徴も

踏まえ、流木の危険性は少ないと考えられる。 

 

4-2．妻木川 

 建築物の多くが下～中流域の低平地に存在してお

り、下～中流域には田んぼが少ない。また、都市公園

は河川沿いに存在するものも多い。しかし、中流域の

公園は土砂災害警戒区域と重なる部分があり、土砂

災害の要因となる危険性も考えられる。 

 

4-3．肥田川 

 妻木川と比べて田んぼが広く、河川沿いに存在す

るものも多いが、中流域に存在する建物用地には田

んぼが存在していない。この地域は、現地調査にて河

川沿いが宅地であり、堤防がみられた地域である。田 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

んぼがないこと、流域内の他の地域と比較して建築 

物の密度が高くなっていることから、水を一時的に

溜めておく場所の確保が難しく、地域を守るために

堤防に違いが見られたと想定する。また、都市公園は

中流域にのみいくつか存在しているため、この地域

にとって重要な遊水地となっていると考察する。 

 

4-4．八田川 

 下流から上流まで平野が続いており、上流部に田

んぼが広がっている。現地調査で得た情報通り、田ん

ぼが存在する上流域を除いた下～中流域の殆どが建

築物で埋まっているため、浸水対策を行うための土

地の余白が少ないことが懸念される(図 5)。しかし、

都市公園は下～中流域に均等に存在し、河川沿いに

も存在する。また、土砂災害の危険性は極めて少ない

ため、流木の危険性も小さいものと考えられる。 

図4 流域の特徴の整理 

危険 良い
どちら
とも

図 5 八田川流域内の土地利用の様子 
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4-5．小里川 

 下流域の湾曲部周辺には田んぼが存在しており、

危険性の高い湾曲部付近を避けた場所に建築物が集

中している様子がみられた。また、下流の地域は周囲

の約 3 分の 1 が山間部に囲まれており、土砂災害が

集中しやすい印象を受けた。上流・下流問わず都市公

園は存在しなかった。 

 

4-6．河床標高の数値化 

 これまでの調査で得られたのは山間部等の地形情

報であり、河床の標高は不明瞭であったため、GISを

使用して大まかな河床標高の数値を取得した(図 6)。 

 河床標高の様子から、八田川以外の 4 つの河川に

は急勾配が存在していることが分かった。そのうち、

妻木川と肥田川を図 7、図 8に示す。急勾配の位置を

GISのデータと比較したところ、小里川の急勾配は小

里川ダムを示しているが、他の急勾配は、居住区と山

間部の切り替わる場所や、居住区と居住区の間に存

在した。これらから、山間部で土砂災害が発生した場

合、流れてきた土砂や流木が居住区の入り口辺りで

堆積し、被害につながる危険性が高いと想定できる。

このことから、急勾配の上流部に堰を設けることで

流域治水としての安全度が高まると考える。 

 

5．おわりに 

本研究では、過去の流域規模の水害での特徴を踏

まえて支川流域の調査を行った。また、GISでの支川

流域の様子や各地域のハザードマップを併せて調査

することで、より明瞭に支川流域の特徴が整理でき

た。調査の中で、妻木川・肥田川における橋梁の土砂

堆積など、流域ごとの課題点を発見した。それと同時

に、湾曲部の多い小里川では湾曲部外岸側にのみ流

速を抑えるブロックが設置されており、田畑の殆ど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が上流部に位置し、宅地の多い八田川では支川との

合流部に公園が設けられているなど、その流域なら

ではの対策も確認することができた。 

支川流域ごとに違いが見られたことから、急勾配

になる地点の上流側に堰を設けて水を溜められるよ

うにするなど、流域の特徴に合わせた治水対策が必

要であると考える。 

本研究では、流域治水の案を提案するための基礎

資料を作成した。今後は、流域治水に関する提案に対

して、解析や具体的な考察による検討を行い、より実

用的で効果的な提案を行う必要がある。 

 

参考文献・引用 

1) 国土交通省中部地方整備局庄内川河川事務所：流

域図、https://www.cbr.mlit.go.jp/shonai/tanto/r 

yuiki/（最終アクセス 2023年 1月 6日） 

2)土木学会社会支援部：土木学会社会支援部門、 

https://committees.jsce.or.jp/report/（最終アク

セス 2023年 1月 7日） 

3)国土交通省：河川整備基本方針 庄内川水系流域及

び河川の概要、https://www.mlit.go.jp/river/basi 

c_info/jigyo_keikaku/gaiyou/seibi/pdf/syonai-5. 

pdf（最終アクセス 2023年 1月 7日） 

図 6 河川沿いに作成したポイント  

図 7 妻木川の河床標高 

図 8 肥田川の河床標高 
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2022年度卒業研究論文概要 

 

建物配置に関する庄内川流域の調査について 

 

EC19078 山田大稀 

 

1. はじめに 

 近年、地球温暖化による気候変動から引き起こされ

る大雨や台風の影響で水災害が頻発している。そのな

かでも都市部では多様な建造物や下水道などの都市施

設により、浸水状況に影響を与えることが考えられる。

アスファルト塗装された場所が多い都市部では、雨水

を浸透させる能力が低く、時間雨量 50mmを超える激

しい雨が降ると、下水道などの排水処理能力を超えた

雨水が地上に溢れ出すことで建物への浸水被害をもた

らす。さらに近年では流域規模の水害も多発しており、

流域治水の重要性が唱えられている。 

 流域治水の考え方の中で建物配置やピロティ式など

の建物様式は非常に重要といえる。集水域から氾濫域

にかけての町全体の中で、これまでの人の住み方や建

物の工夫を調査することで、災害対策の現状を把握で

きる。本研究では庄内川水系を小流域で分け建物の配

置・様式について調査した。 

 対象流域は矢田川、八田川、妻木川、肥田川、小里

川の 5つである。GISでの整理は妻木川・肥田川流域

に注目して実施した。 

 

2. 庄内川流域を対象とした現地調査 

2.1 現地調査の方法 

本研究では、庄内川流域を現地調査することで、人

の住み方（建物の配置や様式）を調査し、住宅に関す

る古人の知恵、現状の対策を整理することを行った。

現地調査の方法としては、Googleマップや洪水浸水想

定区域図を利用して、事前に対象河川の調査箇所を決

定する。その後実際に現地で調査を行う。 

 

2.2 調査河川の所在地と調査日程 

対象河川は庄内川下流の支流である八田川、谷田川、

上流の支流である妻木川、肥田川、小里川の５つとな

った。所在地は図 1、図 2に示す。 

 

図 1 庄内川流域下流部 1) 

 

 

図 2 庄内川流域上流部 1) 

 

2.3 調査結果 

2.3.1 矢田川・八田川（下流部河川） 

 (調査日：2022 年 9 月 26 日、2022 年 10 月 17 日) 

 庄内川下流部に位置する 2つの支流河川で現地調査

を行った結果、以下のことが明らかになった。 

 矢田川下流域の堤防付近はマンションなどの高層建

築物（写真 1）が多く存在している。上流に向かうほ

ど、嵩上げが施されている住宅が増加しているが下流

域は住宅の水害に対する工夫は特にはみられない。 

河川堤防に関しては、下流部は築堤構造がほとんど

であったが、上流に向かうほど掘込構造の堤防が存在

する。 
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写真 1 堤防付近の高層建築物（矢田川） 

 

 

写真 2 ピロティ式の住宅（小里川） 

 

2.3.2 妻木川・肥田川・八田川（上流部河川） 

（調査日：2022年 10月 3日、2022年 11月 2日） 

 庄内川上流部に位置する 3つの支流河川で現地調査

を行った結果、以下のことが明らかになった。 

 下流部の河川では見られなかった住宅の一階部分に

駐車場を設置したピロティ式の住宅（写真 2）が点在

していた。上流に向かうほど、嵩上げが施されている

住宅が増加している。堤防は掘込化されていた。 

 

2.4 考察 

 調査の結果よりや下流域にくらべ上流域ではピロテ

ィ式の住宅や嵩上げされた住宅が多く、水害に対する

住宅の工夫や住み方の知恵が色濃く残っている。上流

域は堀込構造の堤防がほとんどで河川の付近に田んぼ

や畑などの開けたスペースがある部分もあった。水が

溢れるということを前提として考え、下流で水害を起

こさないためにも、あえて一度上流部で水を溢れさせ

水をためるという柔軟な考え方も有効的だと考える。 

 

3. GISを用いた情報の整理 

本研究では、ハザードマップや治水地形分類図をも

とに GIS 建物データと結び付け、河川流域の建物配置

の現状についてまとめたものである。今回は現地調査

で対象とした妻木川を研究対象とする。 

3.1 治水地形分類図を基にした情報整理 

 治水地形分類図 2)は、治水対策を進めることを目的

に、国・都道府県が管理する河川の流域のうち主に平

野部を対象として、扇状地、自然堤防、旧河道、後背

湿地などの詳細な地形分類及び堤防などの河川工作物

等を表示している。 

 この治水地形分類図から土地の成り立ちを理解でき、

そこから起こりうる水害や地震災害などに対する自然

災害リスクを推定することが可能となる。妻木川合流

部付近の地形治水分類図を図 3に示す。 

土岐川との合流部付近の河川流域は氾濫平野が多

くを占めている。氾濫平野は堤防決壊・越流による洪

水氾濫の他、内水氾濫も起きやすい。一度河川氾濫が

起こることで平野部に一気に氾濫水が広がることが予

想できる。氾濫時には、現地調査により妻木川は堀込

構造であることが確認できた。堀込構造は比較的水位

が下がる時間が早く比較的標高が高い地域から水が引

いていき下流へと水が流れる。よって最終的には合流

部付近に水が溜まることも想定できる。 

建物配置を把握するため、GIS により、治水地形分

類図に建物の重心をポイントデータとして表したもの

を図 4に示す。建物配置に着目すると、標高の低い氾

濫平野や扇状地、段丘面に建物が集中している。河川

氾濫が起きた際には平野に浸水が広がりほとんどの建

物で住宅への被害が出る。そして、旧河道の上に住宅

があることも確認できる。旧河道は周囲の氾濫平野よ

り 1～2ｍ程度低いため、現在も地表水が集まりやすく、

またわずかな降雨でも浸水しやすい。また、軟弱地盤

のため、地震動による液状化などの被害に注意が必要

となる。 

 

図 3 妻木川治水地形分類図 2) 
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図 4 治水地形分類図(建築物重心ポイントデータ) 

 

3.2 ハザードマップを基にした情報整理 

 ハザードマップを基にした情報整理では治水地形分

類図を用いた調査を行った妻木川と同じ庄内川上流の

支流である肥田川を比較しながら情報を整理した。 

 

3.2.1 妻木川流域 

 今回の研究では、「土岐市洪水・土砂災害ハザードマ

ップ」3)を利用した。このハザードマップの洪水浸水想

定区域、水害危険情報図は想定しうる最大規模の洪水

を基に国、県が示した区域を表示している。 

図 5は河川合流部のものである。合流部付近のハザ

ードマップを見ると、治水地形分類図の氾濫平野の部

分で広い範囲での浸水の可能性がある。そして河川が

大きく湾曲している部分でも大きな浸水が確認できる。

中流部では、標高が高いこともあり、合流部に比べ浸

水した際の水深は低くなる。しかし、河川が大きく湾

曲している部分は合流部付近の下流域と同じように大

きな浸水となる。 

GIS によりハザードマップ上に建物の重心をポイン

トデータとして示したものを図 6 に示す。同様に中流

域の建物重心ポイントデータを示したものを図 7に示

す。妻木川付近に多くの建物があることがわかるが、

ほとんどの建物がハザードマップの洪水浸水想定区域

に属している。合流部付近に建物が密集していること

が分かり、洪水が起きた際には最も大きな被害が出る

ことが予測できる。しかし、中流部は平野を避け、山

地付近の高所に建物がある。これは水害を考え建物配

置を意識した結果であると考える。 

 

図 5 土岐市ハザードマップ(妻木川合流部)3) 

 

 

図 6 合流部付近建物重心ポイントデータ 

 

 

図 7 中流部付近建物重心ポイントデータ 

 

3.2.2 肥田川流域 

 妻木川と同様のことが肥田川流域でもいえるのだろ

うかと考え、肥田川流域でもハザードマップを基に

GIS による調査を行った。肥田川流域でも同様に「土

岐市洪水・土砂災害ハザードマップ」を利用した。図

8は河川合流部のものである。 
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図 8 肥田川合流部建物重心ポイントデータ 

 

肥田川流域でも合流部付近は都市化が進んでおり

建物が多くあることが確認できる。妻木川流域では河

川付近に集中していた建物が肥田川流域では山側の高

所へと分散していると感じる。中流部でも同じことが

いえる。これは高地ではなく合流部付近、河川付近の

低地が発展していったため、住民が低地に暮らすよう

になっていった結果であると考える。次項ではもう一

度妻木川流域に現地調査に向かい建物の古さ・形式に

ついて調査し、この考察の確証を得ることとした。 

 

3.2.3 妻木川現地調査 

合流部付近はこの地域の中心地域ということもあ

り流域に比べ建物が密集している地域が多くあった。

湾曲部の浸水深度が深い地域の住宅は古い住宅、比較

的新しい住宅ともに嵩上げ(写真 3)やピロティ式など

の工夫が見られた。中流域に比べ新しい住宅が多くあ

った。中流域は、山地付近の高所では建物が密集して

いたが、河川付近は建物が分散され畑や空き地などの

開けたスペースが多くなった。合流部付近ほどではな

いがピロティ式住宅も確認された。新しい住宅はほと

んどない。 

現地調査の結果、合流部の河川付近は人々の生活の

中心地として地域の中で最も発展していた。調査前は

新しい住宅の水害対策は乏しいものだと考えていたが、

ほとんどが嵩上げなどの工夫が施されており、住民・

地域での水害に対する意識を強く感じた。中流域は河

川付近ではなく、山地付近の高所に建物が密集してい

た。上流になるほど河川が細い分、水害が起こった時

の水の流れは速くなる。建物被害は下流部よりも大き

くなるのではないだろうか。このようなことから昔の

人々は山側の高所での暮らしを選択したのではないか

と考える。 

 

写真 3 嵩上げされた住宅 

 

4. まとめ 

 現地調査によって下流部の支流、上流部の支流でそ

れぞれの建物の特徴があることが分かった。築堤構造

の堤防がある下流部では排水能力が低く内水氾濫の危

険性がある。矢田川の下流部では河川付近にマンショ

ンなどの高層建築物が立ち並んでいた。住宅や、高層

建築物が浸水にどのような影響を及ぼすのかも重要な

課題となる。上流部の支流では下流部とは異なり、水

害対策の施された住宅が点在していた。そのほかにも

古い建物が多くみられ、河川湾曲部から住宅を離して

配置するなどの、外水氾濫を意識した建物配置や建物

様式の工夫が色濃く見られた。 

 そして、GIS データと治水地形分類図、ハザードマ

ップを比較してデータを整理することで住宅配置の現

状が把握できた。山間地に作られた都市では建物が低

地に作られるのは仕方ない。しかし、ハザードマップ

や治水地形分類図を見るとほとんどの建物が浸水想定

区域に属している。住宅の配置の変更や住宅一つ一つ

の嵩上げというのはハード面の対策としてはとても難

しい。町全体で減災に向けての対策を見出すのが今後

の課題になってくるだろう。 
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2022年度卒業研究論文概要 

 

春日井市における外水氾濫とそのリードタイム水防災に関する検討 

 
EC19083 米津大志

 

1. はじめに 

近年、日本では台風や集中豪雨による水害が多発している。また、近年の気候変動の影響により、雨の降り

方が激しくなり、越水・破堤による外水氾濫が起きる可能性もゼロではない。現在では、洪水対策や貯水池の

整備などにより、都市の治水安全度は向上してきている。しかし、治水安全度は向上してきたものの、近年の

気候変動による影響は凄まじいものがあり、今後も水害のリスクをゼロにすることは困難である。そのため、

災害による被害を最小限に抑える「減災」が重要視されてきている。減災に関連するものとして、災害が発生

した場合に企業の事業リスクをなるべく小さくし、できるだけ早く事業を復旧する備えである、事業継続計画

(BCP:Business Continuity Plan)がある。水害は地震災害などとは違い、被害が出るまで時間があるので対策

を立てることができる。被害が生じる前の河川状況、降雨状況を踏まえて減災対策を取るものがタイムライン

であり、水防災にも反映されるべき思想である。庄内川の洪水に伴う外水氾濫が起きた時に被害を抑え事業を

再開するためのリードタイムを意識したタイムライン水防災作成とその普及の方法を検討する。 

 

2. 春日井市勝川・南部地区 

本研究では、春日井市勝川・南部地区を対象とする。この地区は、2000年の東海豪雨、2011年の台風 19号

に伴う豪雨より浸水被害を受けている。一方、春日井市を代表する企業も多く集積している。仮に庄内川破堤

や豪雨に伴う浸水が生じた場合、大きな経済被害が想定されることから、企業活動の復興に関わるタイムライ

ン水防災の充実が望まれる。企業においてタイムライン水防災が設定できた段階で、その発動のための仕組み

も重要と考える。発動のために緩やかな連携組織を作り、災害発生時期に、情報交換を行うことで、各会社の

タイムライン水防災発動に寄与することを想定している。さらに、その危険情報を、従業員の家族などにも伝

達してもらうことで、地域の防災力を向上させることを想定している。 

 

3. 浸水被害に関わる数値解析的検討 

 企業におけるタイムライン水防災を検討するために、対象地域の外水氾濫の様子を考察する。計算には、横

倉ら 1)の都市内水氾濫解析モデルを用い、都市地表面、下水道、河川（地蔵川と八田川）の流れを対象とする。

計算には，流入の境界条件として，庄内川ハザードマップの情報を参考に，破堤箇所近くの浸水深の時間変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

A会社

BCP
の作成

B会社

C会社 D会社

F会社家庭

地域防災力
向上

タイムラインを
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BCP発動につな
がる情報共有の
ためのグループ

地蔵川
八田川 庄内川

内津川

図-2 春日井勝川・南部地区 



中部大学 工学部 都市建設工学科 
 

2 

 

を与えた。図-3に最大浸水深の分布を示す．本図から，庄内川の破堤により，春日井市内に水が流入し，2mを

超える浸水深が生じることが示された。氾濫水の広がりの傾向は公開されているハザードマップ（浸水ナビ 2）） 

と同様であった。また，計算結果から得られる 0.5m（床上浸水の目安）以上となる時間を図-4 に示す。本図

から破堤箇所に近いところは 30 分以内に、多くの地域は 1.5 時間以内に床上浸水となることが分かる。さら

に、図-3 に示した会社と道路の浸水深の時間分変化を図-5 に示した。本図から，多くの会社が 1.5 時間以内

に 1m 以上の浸水を受けている。外水氾濫の場合，河川水位が高くなり破堤が生じるまでの時間も含めて、浸

水被害を受けるまでの時間が減災対策に活用できる。しかし、会社から逃げる場合には道路を活用する必要が

あるが、図-6 に示すように、道路の浸水時間は会社よりも早く、避難するときに逃げ遅れることが考えられ

る。破堤後 3 時間後のマンホール内の地盤から水面までの距離を色分けした図を図-7 に示す。マンホールの

排水が追い付かず、水が噴き出している様子が分かる。 

 

4. リードタイムを意識したタイムライン水防災 

解析結果と平成 23 年台風の 15 号の洪水時の時間雨量と河川水位を元にリードタイムを意識したタイムラ

イン水防災を作成した。図-7 に対象とした時間雨量と河川水位を示す。また、表-1 に国土技術研究センター

HPを参考に作成した想定される被害とその対応を示す。表-1で作成した想定される被害とその対応を参考に、

リードタイムを意識したタイムライン水防災を表-2に示す。誰が行うか、いつやるかを明確にした。なお、テ

レビの情報やインターネットの情報(国土交通省や気象庁のホームページ)をもとに、行動を決定することと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 会社における浸水深の時間変化       図-6 B社と道路の浸水深の時間変化 
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避難所、避難ルート、避難誘導体制の決定 事前

土のう等の準備、設置方法の周知 事前、事中

止水板、防水扉等の整備/床、敷地の嵩上げ 事前

建物の上階に拠点を設置/地下室の内開き扉化 事前

代替拠点の整備、他社との協定 事前

電子データ、重要書類の上階保管 事前

電子データのクラウド上への保存 事前、事中

パソコン、サーバー等の上階設置 事前

配管の弁やマンホールを閉鎖 事中

非常電源装置、自家発電機の導入 事前

配電盤や受電設備の耐水化、高所設置 事前

従業員の緊急連絡網の作成 事前

従業員の参集ルールの決定 事前、事中

従業員の役割分担の決定 事前、事中

複数の通信手段の確保 事前

MCA無線、衛星電話等の配備 事前

災害対策本部の設置手順の決定 事前、事中

自社内の拠点の多重化・分散化 事前

在宅勤務、サテライトオフィスの整備 事前

在庫、仕入先の確保 事前、事後
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表-1 想定される被害とその対応 

図-7 破堤後 3時間後の地盤から水面までの距離       図-8 時間雨量と河川水位 
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月　日 時間 河川水位 気象情報/氾濫状況 企業の活動(製造業) 企業の活動(飲食店) 公共

9/8（月) 21:00
マリファナ諸島付近で

台風発生

9/14(日)
12:00

(-129hr)
早期警戒注意情報発表

14:00

(-91hr)
台風説明会(1回目)

TVニュースで台風接近に

伴う注意喚起

15:30

(-89.5hr)

14:00

(-57hr)
大雨に関する気象情報

台風説明会(2回目)

13:00

(-44hr)

14:00

(-43hr)

15:00

(-42hr)

16:00

(-41hr)
金型を2階以上へ移動させる(全員) 系列店へ食材移動(従業員)

16:00

(-41hr)
大雨注意報 商品を2階以上へ避難させる(全員）

鉄道各社9月18日から

計画運休を発表

17:00

(-40hr)
社員全員帰宅 早めの閉店、帰宅

18:00

(-39hr)
緊急記者会見

TVニュースで自主的避難、

早期の避難を呼びかけ

6:00

（-9hr)
大雨洪水暴風警報発表

9:00

(-5hr)

10:00

(-5hr)
水防団待機

11:00

(-4hr)
氾濫注意

記録的短時間大雨警報情報

庄内川氾濫注意情報

国道19号線勝川

アンダーパス閉鎖

土砂災害警戒情報(春日井市)

大雨・暴風特別警報

13:00

(-2hr)
避難判断

14:00

(-1hr)
氾濫危険 庄内川避難判断水位

県道犬山線、

水分橋通行止め

15:00

(0hr)
計画高

上条グラウンド付近

右岸堤防破堤

15:30

(+0.5hr)
庄内川氾濫発生情報 道路冠水通行危険

16:00

(+1hr)

庄内川破堤による

浸水域拡大
変電所浸水により停電

0:00

(+9hr)

高速道路、電車始発から

全面運休

9:00

(+18hr)

～

被害確認後、事業再開に向けて動く
ライフラインが復旧した時に、

営業できるよう復旧作業を行う

情報収集を常に行う(社長、担当者)

周辺、連携先の会社(系列店)に連絡し、今後の動きについて共有する（担当者)

提携している会社(系列店)に今後の動きについて共有する(担当者)

従業員高所避難

タイムライン水防災の動きを確認(全員)

会社内で台風情報共有、発動を決定(社長、担当者)

土のうに穴が開いてないかや予備電源が実際に使用できるか点検(担当者、社員)

事前にショッピングモールと提携し、社用車を避難させる(事前に役割を決めておき、分担)

サーバーを複数の場所に作っておき、データを移す(事前に役割を決めておき、分担)

水が入ってこないように建物の窓や扉の施錠の確認する(事前に役割を決めておき、分担)

土のう、止水版設置(事前に役割を決めておき、分担)

常に台風・河川情報を確認(社長、幹部)しつつ、優先順位の高い業務を行う(全員)

優先順位の高い業務は、製造業は納期が迫っているもの

飲食店は、営業とする

系列店への連絡(社長)

周辺の会社との情報共有(担当者)

ガスの元栓など閉める(担当者)

閉店し、避難

9/19(金)

～

12:00

(-3hr)

11:00

(-46hr)

9/15(月)

9/16(火)

9/17(水)

9/18（木)

連携先への代替生産委託(社長)、

周辺の会社との情報共有(担当者)

19:00

(+4hr)

有線・携帯電話ともに不通

水道・ガスの供給停止

愛知県に対し、

自衛隊派遣要請

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. おわりに 

庄内川からの越水による外水氾濫が起きた時の被害想定を数値解析により推測した。また、その結果や集め

た情報をもとに、リードタイムを意識したタイムライン水防災を作成した。しかし、会社の規模や業種、立地

にもよって対応が異なるので、会社ごとに対策を考えることが必要である。タイムライン水防災を発動させる

ほどではないと判断してしまうと何も対策ができず、水害の特徴であるリードタイムを生かして減災するこ

とができないことので、空振りでも発動する事が重要である。通常業務が忙しくてタイムライン水防災を作成

する時間がない企業が多いことが、セミナーを通して分かった。作成しようと思っても、水害が身近なもので

ないため、起きないだろうと後回しにしてしまうだろう。しかし、タイムライン水防災作成時に連携企業・工

場を持つことで、技術共有や市場拡大し、企業価値を向上させた事例がある。このように、減災だけでなく、

企業価値を向上させるメリットがあることを広めれば普及していくものと考える。 
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